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100 元，200 元 ……1000 元 ま で の 10 ラ ン ク，
表 1　職工年金制度
対象者 保険料率 給付（年額）※1
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を見ると，職工年金は 4 億 1902 万人であり，

















　2019 年 4 月まで，職工年金の名目保険料率






























































者数は 3 億 5657 万人であり（注14），1 人当たりの
拠出金は 227 元である。北京，天津，上海のよ




































































ランク 1 2 3 4 5 平均
15 年
基礎 1.49 11.48 11.96 13.36 15.09 19.31 14.32
個人 0.12 2.47 3.03 3.04 3.79 4.70 7.48 4.45
合計 1.61 3.96 14.51 15.00 17.14 19.80 26.79 18.77
25 年
基礎 1.49 19.15 19.96 22.29 25.18 32.20 24.03
個人 0.16 3.27 5.14 5.06 6.14 7.56 12.17 7.35
合計 1.65 4.76 24.29 25.03 28.43 32.74 44.37 31.38
35 年
基礎 1.49 26.77 27.96 31.22 35.28 45.00 33.62
個人 0.21 4.25 7.42 7.34 8.73 10.72 17.30 10.48
合計 1.7 5.74 34.19 35.30 39.95 46.01 62.30 44.10
（出所）国発［2014］8 号，2010 〜 2016 年「中国家庭追跡調査」（CFPS）から筆者推計。
（注）推計方法は補論において説明する。












































































































































































は 2020 年から始まる。2020 年までの退職者は
現行制度に従う。③ GDP 実質成長率は，2020
〜 2060 年は OECD の実質 GDP 長期予測（注26）




2060 年は GDP より 1 パーセントポイント高く，
2060 年以降は GDP と同じにする（注28）。⑤積立





ため，推計する際，2020 年は男性 61 歳，女性






タ は，2017 年 国 連 世 界 人 口 推 計［World
PopulationProspects2017］を利用する。男女別
各年齢層の所得については，公表データがない





































所得水準：2013 〜 2015 年平均では平均賃金の





























































単年度年金給付総額は，GDP の 2.66 パーセン
ト，4.40 パーセント，5.92 パーセントである。
実際，2017 年政府が現行年金制度に対する財















































































































　積立金の実質利回りが 0 〜 3 パーセントまで
1 パーセントポイント刻みで推計した結果（注35），
税方式の下で，給付水準 6.96 パーセントの場合，
税率が 4 〜 5 パーセントで 2100 年まで財政的
持続可能である。給付水準 11.52 パーセントと
15.49 パーセントの場合は，税率がそれぞれ 7











































































































個人口座保険料率は 15.6 パーセント，12.6 パー















































































































こ の 場 合， 拠 出 率 は 83.04 パ ー セ ン ト で あ
る（注42）。
　図 3 は，ケース A とケース B の新個人口座
および職工年金の単年度収支のシミュレーショ
ンである。





好転し，2030 〜 2045 年のあいだでプラスにな
り，以降は安定する。2020 年において，個人
口座保険料率 9.9 パーセントの場合，赤字が













































1 回目の調査は 2010 年に実施され，中国の東部，
中部，西部，東北部という 4 つの経済地域をす
べて包括する計 25 省の計 16000 家庭を対象に
























































礎 6.96 パーセント」，「基礎 11.52 パーセント」，「基



















25 年拠出する場合，基礎 6.96 パーセントの 1































16.31 18.48 21.21 12.66 16.20 18.93
2.21 4.38 7.11 －1.44 2.11 4.84
2 14.57
17.36 19.43 22.00 13.48 16.92 19.49
2.79 4.86 7.44 －1.09 2.35 4.93
3 16.57
20.20 22.00 24.25 15.71 18.90 21.15
3.63 5.43 7.68 －0.85 2.33 4.58
4 19.02
23.51 24.99 26.80 18.44 21.22 23.02
4.49 5.97 7.77 －0.58 2.19 4.00
5 25.43
31.62 32.10 32.82 24.94 26.70 27.42
6.19 6.67 7.39 －0.50 1.27 1.99
平均 18.05
21.95 23.54 25.53 17.17 20.10 22.09
3.91 5.49 7.48 －0.88 2.05 4.04
25 年
1 23.51
22.25 23.95 26.07 17.13 19.93 22.05
－1.26 0.44 2.56 －6.37 －3.57 －1.46
2 24.21
24.01 25.50 27.37 18.56 21.14 23.02
－0.20 1.29 3.16 －5.65 －3.07 －1.19
3 27.36
28.69 29.62 30.90 22.31 24.32 25.61
1.33 2.25 3.54 －5.06 －3.04 －1.76
4 31.35
34.26 34.49 35.02 26.90 28.12 28.66
2.91 3.14 3.67 －4.46 －3.23 －2.69
5 41.95
48.05 46.47 45.20 37.95 37.31 36.05
6.09 4.51 3.25 －4.00 －4.64 －5.90
平均 30.05
31.99 32.47 33.31 25.00 26.53 27.37
1.94 2.42 3.26 －5.05 －3.52 －2.68
35 年
1 33.02
28.19 29.61 31.13 21.70 23.70 25.23
－4.83 －3.41 －1.88 －11.31 －9.32 －7.79
2 34.05
30.76 31.81 32.99 23.72 25.39 26.58
－3.29 －2.24 －1.05 －10.33 －8.66 －7.47
3 38.35
37.28 37.42 37.77 28.94 29.73 30.07
－1.08 －0.93 －0.59 －9.41 －8.62 －8.28
4 43.93
45.08 44.13 43.42 35.36 34.99 34.28
1.14 0.20 －0.51 －8.58 －8.95 －9.66
5 58.70
64.39 60.77 57.55 50.83 47.72 44.50
5.69 2.08 －1.14 －7.87 －10.98 －14.20
平均 42.11
41.87 41.38 41.11 32.70 32.79 32.52
－0.25 －0.74 －1.01 －9.41 －9.32 －9.59
（出所）筆者推計。



























































































8.14 12.40 16.20 7.69 12.11 15.92
4.83 9.08 12.89 4.37 8.80 12.60
2 4.10
8.83 12.95 16.66 8.12 12.48 16.20
4.74 8.85 12.57 4.02 8.39 12.11
3 4.96
9.74 13.72 17.31 8.83 13.08 16.67
4.77 8.75 12.35 3.86 8.11 11.71
4 17.21
21.80 23.61 25.65 17.26 20.23 22.26
4.59 6.40 8.43 0.05 3.02 5.05
5 25.43
31.62 32.10 32.82 24.94 26.70 27.42
6.19 6.67 7.39 －0.50 1.27 1.99
平均 11.17
16.20 19.10 21.85 13.49 17.03 19.78
5.03 7.93 10.68 2.32 5.86 8.61
25 年
1 4.57
8.91 13.10 16.83 8.27 12.60 16.33
4.34 8.54 12.26 3.70 8.03 11.76
2 6.02
10.08 14.09 17.68 9.07 13.27 16.86
4.06 8.06 11.65 3.04 7.25 10.84
3 7.51
11.63 15.42 18.80 10.31 14.30 17.68
4.13 7.91 11.29 2.80 6.79 10.17
4 28.34
31.53 32.20 33.08 24.91 26.47 27.35
3.19 3.86 4.74 －3.43 －1.87 －0.99
5 41.95
48.05 46.47 45.20 37.95 37.31 36.05
6.09 4.51 3.25 －4.00 －4.64 －5.90
平均 18.39
22.76 24.87 26.84 18.64 21.24 23.21
4.37 6.48 8.45 0.25 2.85 4.82
35 年
1 5.78
9.64 13.81 17.47 8.84 13.08 16.74
3.85 8.02 11.69 3.05 7.29 10.95
2 8.10
11.41 15.33 18.78 10.08 14.10 17.55
3.31 7.23 10.68 1.98 6.00 9.45
3 9.97
13.44 17.06 20.24 11.72 15.45 18.63
3.47 7.09 10.27 1.75 5.48 8.66
4 39.64
41.26 40.88 40.63 32.52 32.65 32.40
1.62 1.23 0.99 －7.12 －7.00 －7.25
5 58.70
64.39 60.77 57.55 50.83 47.72 44.50
5.69 2.08 －1.14 －7.87 －10.98 －14.20
平均 25.42
29.00 30.40 31.65 23.54 25.21 26.45
3.58 4.98 6.23 －1.88 －0.21 1.03
（出所）筆者推計。






















































15 年を超過する場合の 1 年あたりの政府補助
である。N は 15 より超過する年数である。国




RP 個＝｛ 12　　139・∑ r－1t＝b0（Bi＋T2i）・（1＋I）r－t ｝/w̅d（r）
 ⒝
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中国年金改革のあり方
　Bi は，ランク i の場合の拠出額である。T2i は，
ランク i 拠出額に対する政府の補助である。国
家基準では，最低ランクの場合，T2i は 30 元




　表 2 の職工年金部分および表 3・4 は，以下
のように推計する。
⑴　個人年収







　ただし，i は個人，t は時点を示す。lnwit は
個人 i の t 年における年収の対数である。Ait は





























あり，Qpi は，拠出期間中，個人 i の収入の地
域平均賃金に対する比率の平均値である。a0
は個人 i が年金制度に加入する年，w̅d（t）は t 年
の地域平均賃金を示す。Qpi の下限と上限は，0.6




の 1997 年以後勤続年数を使う。そして，Yi は
総拠出年数である。「新人」の場合，Ypi は Yi
に等しいが，「中人」の場合，Yi は，1997 年制
度成立する前の認定拠出年数 Ybi と Ypi の合計
である［国発［1995］6 号］。拠出年数別所得代
替率を推計する際，Yi を変動させる。
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⑶　個人口座の所得代替率























1.2 から 1.4 までである。全国給付係数の平均
値は 1.3［何2006,39］であるので，本論では































　（注 8）　国発［2005］38 号第 1 条および国発
［2014］8 号第 1 条による。
　（注 9）　実際の企業負担分名目保険料率は省
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　（注 28）　本論では，実質賃金増加率が GDP





























の 0.5 から 0.9 まで 0.1 刻みで全部推計し，加入
率が低いほど積立金残高が赤字になるのが早い
が，結論に影響がない。































によると，2050 年，中国都市化率は 80 パーセ
ントまで拡大するという。職工年金対都市部従
業者のカバー率について，中国政府は「国家新
型都市化計画 2014-2020」によって 2020 年まで
この比率を 90 パーセントまで拡大させると計画
しているが，先行研究では将来的にこの比率が
80 〜 90 パーセントになると設定するものが多
い。本論では，2050 年までに労働年齢就業者の
















実際の退職年齢は，男性 56 歳，女性 50 歳であり，











　（注 41）　ケース A の場合，このような移行期
の有無が推計結果に与える影響が大きくないの
で，紙幅の関係で省略する。
　（注 42）　0.7 から 1.0 まで 0.1 刻みですべて推
計したが，結論に影響がない。
　（注 43）　2017 年実際保険料収入 /（現役加入
者数 * 平均賃金 *28%）で算出したものである。
　（注 44）　具体的な推定方法は補論 2 において
説明する。
　（注 45）　生涯収入水準による。






















　（注 54）　受給計算月数 M＝ 
　　　　12 × [1－（1＋i）
－（yd－yr）]　　　　　　　　i ×（1＋i）
ただし，i は利子率，yd は平均寿命，yr は退職年
齢である。現行制度の受給計算月数は，i は 4 パー
セント，平均寿命は 75.21 歳という仮定の下で計
算した結果である。
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非農業戸籍ダミー 0.0416*** 設備修理など －0.018***
（0.0154） （0.0338）
未婚ダミー －0.1183*** 業種ダミー 金融・不動産 0.1188***
（0.0193） （0.035）




非健康 －0.1477*** 鉱業 0.2008***
（0.0222） （0.0298）














年齢 0.0424*** 建設 0.0422***
（0.0057） （0.0206）
年齢の 2 乗 －0.0006*** 卸売・小売 0.0717***
（0.0001） （0.0238）
勤続年数 0.0231*** 運輸・物流 0.1463***
（0.0022） （0.0237）




0.0295*** 子供人数ダミー 1 人 －0.1258***
（0.0234） （0.0192）
国有企業 0.0279*** ref：0 人 2 人および以上 －0.1604***
ref：私営企業 （0.0177） （0.0223）
外資企業 0.1702*** 管理職ダミー 0.3542***
（0.0258） （0.0163）



























（注 1）*，**，*** はそれぞれ推定された係数が 10 パーセント，5 パーセント，1 パーセント水準で有意であることを
示す。
（注 2）（　）内は robust 標準誤差である。
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Abstract
Pension Reform in China: Proposal to Establish a 
National Basic Social Pension System
Xuege Xing
      The aim of this paper is to present a new option for reforming China’s pension system. First, the 
problems of China’s current pension system are analyzed from the perspective of pension adequacy. 
The results suggest that the current system might not be able to protect people from poverty. To solve 
this problem, this paper proposes establishing a national basic social pension system and adjusting in-
dividual accounts accordingly. Next, the necessary pension contribution rates for the proposed system 
are determined. To test the fiscal sustainability of this new pension system, expected revenues and ex-
penditures are simulated. This paper also estimates the pension replacement rate for individuals with 
different income levels under the proposed system and compares it with the current system to evaluate 
whether the proposed system could improve pension adequacy. Finally, problems to be considered in 
future work are briefly discussed. The conclusions of this paper are that the proposed national basic 
social pension system is feasible because it is financially sustainable in the long term, and it might 
substantially improve pension adequacy, especially for individuals with low income. 
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